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国立国会図書館中央館・支部図書館中期的運営の指針 2007 

（平成 19 年国図支協 070329004 号） 

Ⅰ はじめに

平成 13年 3月に「行政・司法各部門に対する図書館サービス基本計画」（平成 13年国図

協第 65号）を策定したが、その後、情報環境の高度化はますます進展し、これに伴い各支

部図書館の業務及びサービスについても一層の高度化が求められている。この状況の中で、

各支部図書館はそれぞれが特色ある、広義の政府図書館として活動しており、各々が特有

の課題に直面している。同時に、多くの支部図書館間に共通し、他館との情報交換や協力

を通じて対処すべき諸課題も存在する。他方、中央館には、行政・司法各部門に対して図

書館奉仕を提供するとの国立国会図書館の使命（国立国会図書館法第 2 条）が適切に遂行

されるよう努める責務があり、さらに支部図書館制度全体にかかわる課題については、中

央館が中心的役割を果たしながらその解決に向けて取り組んでいくことが期待されている。 

これらの状況を踏まえ、平成 13 年の「行政・司法各部門に対する図書館サービス基本計

画」を充実させるものとしてこの「指針」を策定する。この「指針」は平成 19年度を初年

度とする 5年間に中央館及び支部図書館が取り組むことが期待される課題を提示し、行政・

司法各部門に対するサービス及び支部図書館制度全体の運営の方向性を示すとともに、各

支部図書館の運営の参考となる指針として位置付ける。 

Ⅱ 基本的な考え方 

１．各支部図書館の取組について 

 支部図書館は、行政・司法各部門の職員に対する図書館サービスを提供することを主た

る業務としているが、各支部図書館（その分館を含む。以下同じ。）の性格や現状は様々で

あり、それぞれが抱える課題も必ずしも同じではない。そこで各支部図書館それぞれが自

館の性格付けを明確にしながら、サービスの向上と運営の改善を図ることが期待されてい

る。 

この「指針」には全支部図書館に共通する課題のみを記載するのではなく、一部の館に

とっての個別課題もできる限り含めて提示することとする。この「指針」を受けて、各支

部図書館は平成 19 年度前半中に平成 23 年度末までの自館の中期計画を策定し、中央館に
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提出するものとする。各支部図書館の中期計画はこの「指針」Ⅲに例示された項目を参考

にしつつ、各支部図書館の実情に即して策定することとし、取り組む項目、内容、形式等

は任意とする。各支部図書館は、自館の中期計画に基づき、予算要求を含む年度ごとの活

動に取り組むこととする。なお、各支部図書館がそれぞれの目的及び活動の特性に応じて、

各支部図書館の中期計画に上位する理念や目標を掲げるビジョン等を設定することも、支

部図書館制度の目的に反しない限り、任意とする。 

 

２．中央館の取組について 

中央館は、支部図書館ネットワークの中核として制度運営を行ってきており、中央館と

支部図書館及び支部図書館間の情報交換や意見交換をより活発化し、支部図書館への図書

館サービスの提供、研修等の業務支援その他の各種サポートを一層強化していくこととす

る。支部図書館制度の下で行われている官庁出版物の納本、刊行物の交換、資料の相互貸

借等の幅広い活動についても、電子化の動向等も注視しながら、改善、利便性の向上を図

る。さらに支部図書館制度の維持発展の基礎として、制度の広報にも努めることとする。 

特に、行政・司法各部門における情報化の進展に伴う支部図書館に係る情報基盤整備に

ついては「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第三次基本計画」を別途策定し

て推進することとする。 

 中央館は、この「指針」及び各支部図書館の策定する中期計画を踏まえ、平成 23年度末

までを対象期間とする「行政・司法各部門支部図書館支援に関する行動計画」（仮称）を策

定し、各支部図書館に報告する。中央館は、当該「行動計画」実施のため、必要に応じて

各支部図書館の活動状況に関するヒアリングを実施するとともに、中央館・支部図書館協

議会等において、中央館及び各支部図書館がそれぞれの活動状況を報告できる機会を提供

する。 

 

Ⅲ 各支部図書館が主体となって実施する内容 

 

 ここに記載する項目は、前述のとおり例示であり、各支部図書館は実情に即して自館の

運営・サービスの改善、向上に必要な施策に取り組むものとする。 

 

１．顧客ニーズの把握と図書館サービスの向上 

 各支部図書館は政府図書館として自組織職員に対し図書館サービスを提供している。こ

の職員全体がサービスの主対象であるのか、それとも研究系職員や法務系職員等特定の職
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員層が主要ターゲットであるかは各支部図書館の性格によって異なってくる。また、支部

図書館制度の下では、他組織の政府職員も利用者となっており、さらに一般国民へのサー

ビスを積極的に進めている館もある。 

 各支部図書館はそれぞれの主要顧客の再認識・図書館の性格付けの明確化を図るととも

に、潜在的利用者の開拓に努める。また、顧客のニーズ把握を積極的に行い、必要とされ

ているサービスを提供し、情報環境の変化に対応した図書館の役割の高度化を実現してい

く。 

 

（１）自組織内での広報の強化と潜在的利用者の開拓 

 ・電子的ネットワーク（組織内 LAN、霞が関 WAN 上の国立国会図書館中央館・支部図

書館総合システム、インターネット）や電子メールを活用し図書館情報を提供する。 

・展示等の催物の開催を通じ図書館の存在をアピールする。 

・自組織内職員研修、特に新任職員研修の機会に図書館の利用ガイダンス、見学等を実

施する。 

・図書館の案内パンフレット、ニューズレター等を刊行する。 

 

（２）職員等ニーズ調査 

・潜在的利用者を含め、全職員又はターゲットとしている職員層へのニーズ調査を実施

する。 

・一般公開館の場合には、外部利用者ニーズ調査を実施する。 

 

（３）図書館サービスの改善 

・レファレンス事例を蓄積して自組織内 LAN で提供する。また、レファレンス申込みを

ネットワーク上の図書館のページ画面上から可能にするなど、レファレンス関係対応を

強化する。より高度なレファレンスに対応するため、中央館等の関連の研修に参加する。

また、中央館の提供するレファレンス関連のコンテンツを活用する。 

・大学図書館や専門図書館との相互貸借や複写利用を行う。 

・図書館閉館後や休日の職員利用に対応する。 

 

（４）自組織内他部局との連携強化 

・図書館は、各部局執務資料の選書への関与、購入手続代行、資料購入費掌握などを行 

う。 
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・他部局職員を含め、全組織的に各部局執務資料の利用が可能となる体制をとる。図書

館は各部局新着資料を把握し、自組織内に新着情報等を提供する。 

・自組織内の他の図書室等と連携し、共同で所蔵目録等を作成する。 

・行政文書の情報公開に係る業務について、情報公開窓口を図書館で兼ねる等の連携を

行う。 

 

２．情報資源の整備 

 情報の電子化が進展する中で、従来からの紙媒体の専門資料及び官庁出版物による蔵書

構築に加え、これら資料等の電子化についても対応していく。なお、支部図書館は官庁出

版物納本の窓口機能を果たしてきており、自組織刊行物の把握に更に努める。なお、中央

館において進めているインターネット情報選択的蓄積事業（WARP）等の動向にも注意を

払う必要がある。 

 

（１）官庁出版物の電子化と提供 

・自組織刊行の紙資料を図書館において電子化し、ネットワーク上で提供する。 

 

（２）所蔵・書誌情報の電子化と提供 

・各支部図書館では所蔵目録に加え、各支部図書館作成の雑誌記事索引等の高付加価値

情報を電子化してきている。これらの電子情報についてネットワーク上での提供を引き

続き進める 

 

（３）商用データベースの導入 

・各支部図書館で必要な民間の電子ジャーナル等の導入を進める。その際、中央館と連

携しつつ、共通需要のあるデータベースを複数館で共同購入することについても検討す

る。 

 

（４）所蔵資料の充実 

・専門分野、法律関係等重点分野の蔵書構築に力点を置く。 

・収集方針の策定や改定を行い、また選書機能を強化するため内部職員による選書委員

会の活性化や外部有識者の活用を図る。 

 

３．人材の確保、育成 
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 各支部図書館の運営、サービスはその職員の能力に負っており、適正な職員数の確保と

職員の専門能力の涵養が必要とされている。各支部図書館は国立国会図書館法の規定によ

り行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律（昭和 24年法律第 101号）

第 3 条及び第 4 条に規定されている専任職員及び協議定数の確保を引き続き図り、特に、

図書館業務や電子図書館・システム関係業務、また特定分野（法律、科学技術等）の専門

性のある職員の確保・養成に努める。外部人材を導入している館に関しても、図書館業務

経験者を採用する等専門性を重視し、有効活用を図る。 

 

（１）職員の確保、育成 

・専任職員の確保、協議定数の維持に努め、適切な人材配置がなされるよう努力する。 

・中央館、専門図書館協議会等が実施する図書館業務に関する研修、各組織や外部専門

機関が実施する各専門分野に関する研修等の機会を積極的に活用する。 

 

（２） 外部人材の活用 

・非常勤職員、派遣職員等を採用する際には、司書業務経験者等専門性ある人材の確保

に努め、採用後は中央館その他で実施する研修に積極的に参加させる。 

 

４．資料の保管と保存 

 資料の保管に関しては、多くの支部図書館で書庫や閲覧スペースの狭あいへの対処が急

務となっている。また、各支部図書館の中には長い歴史の中で貴重な資料を蓄積し、その

中には中央館で所蔵していないものも含まれると考えられる。一方で、日常の利用から生

じる破損資料の修復等を行う必要もある。こうした資料の保管・保存について、各支部図

書館は必要に応じた対策を講じる。 

 

（１）書庫、閲覧スペースの確保 

・資料保存基準・廃棄基準の策定や改定を進め、長期にわたって保存すべき資料群の特

定、不要資料の廃棄、中央館が所蔵していない資料の中央館への移管の検討を行う。 

・他組織からの政府刊行物の受入れの見直しを実施する。その際、近隣の他館と調整し、

分担収集を図ることも検討する。 

・官報等継続購入でスペースを占めている資料について、電子媒体への切替えを検討す

る。 

・自館の分館や同じ組織内の他の図書室等と連携し、目録の共通化、分担収集や共同保
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管を行う。 

 

（２） 資料保存 

・資料修復の基礎的な技術の習得、資料保存に関する情報収集のために中央館が提供す

る研修等を活用する。 

・各支部図書館の所蔵資料について、保管環境や資料の状態等の調査を行い、保存対策

が必要な資料群を把握する。保存対策の必要性は、資料の状態だけではなく資料の価値

や利用頻度も考慮に入れて判断する。 

・各支部図書館で保存対策が必要と判断した資料については資料自体（紙、マイクロフ

ィルム、カセットテープ、フロッピーディスク等）の保存、メディア変換等についての

保存計画を策定し、必要な対策を優先順位を付けて実施する。近年マイクロフィルムの

劣化（酢酸臭等）が内外で問題になっているので、古いマイクロフィルムを所蔵してい

る場合は、早めの対策を講じる。 

 

５．システム化（業務機械化） 

 各支部図書館がそれぞれ導入している図書館管理システムの利便性の向上を図る。各支

部図書館の図書館管理システムの共通化の可能性について、「国立国会図書館中央館・支部

図書館電子化推進第三次基本計画」に基づく検討動向に留意する。 

 

Ⅳ 中央館が主体となって実施する内容 

 

１．支部図書館へのサービスの拡充 

中央館は総務部支部図書館・協力課を窓口として、各支部図書館が行う図書館サービス

のバックアップを行っている。平成 16 年 10 月の東京本館新装開館に伴い、サービス内容

の改善、貸出枠の拡大、開室時間の延長、電子図書館基盤システムの本格稼働によるサー

ビスの提供等、中央館サービスの向上を図り、中央館から支部図書館への貸出冊数は増加

傾向を示している。その一方でレファレンスに対する需要は伸びていない等の状況があり、

今後更に各支部図書館、行政・司法各部門職員のニーズ把握に努め、その結果を受けてサ

ービスの改善を図る。 

 

（１）各支部図書館、行政・司法各部門職員のニーズ把握 

・潜在的利用者を含め行政・司法各部門職員のニーズ把握を図る。各支部図書館を経由
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しての調査を想定しているが、中央館から直接行政・司法各部門の職員に対する調査も

必要に応じて実施する。 

 

（２） 図書館サービスの改善 

・調査結果を受けてサービスの向上を図る。レファレンス体制の整備や、貸出し、複写

サービスの利便性向上等の課題に取り組む。 

 

２．支部図書館職員の確保と専門能力養成 

 中央館は各支部図書館の専任職員及び協議定数の確保に引き続き努める。また、現状で

は支部図書館職員は人事異動によって初めて図書館業務に携わる職員がほとんどであり、

支部図書館職員への研修の拡充、強化を図る。 

 

（１）専任職員、協議定数の確保 

・国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関す

る法律第 3 条及び第 4 条に規定されている専任職員及び協議定数の確保に努める。 

 

（２）研修ニーズの把握と研修の改善・拡充 

・支部図書館職員へのヒアリングやアンケートを通して研修ニーズの把握に努める。 

・支部図書館職員研修の科目、研修内容、研修時期等の見直しを図る。引き続き新任者

向けの研修を強化するとともに、配属後数年経過した職員へのフォローアップ研修も導

入する。中央館・支部図書館総合システム上での研修の実施や業務マニュアルの提供を

進める。 

・支部図書館職員向けの研修以外にも中央館は他館種の図書館員や中央館職員を対象に

様々な研修・遠隔研修を提供しており、支部図書館職員のこれらの研修への参加を促進

する。 

・全国図書館大会、専門図書館協議会研究集会その他外部機関が開催する研修への支部

図書館職員の参加を容易にするために、中央館から支部図書館への情報提供や、中央館

からの推薦状提供等を行う。 

 

３．電子化への対応 

中央館は別途「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第三次基本計画」を策定

し、支部図書館ネットワーク構築において中核の役割を担う。特に、国立国会図書館中央
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館・支部図書館分散型総合目録データベースシステムについては、利便性が更に向上する

よう改善・充実を目指す。また、各支部図書館の図書館システムの共通化の可能性につい

ても、各組織の情報システム最適化の動向も考慮しつつ検討する。また、支部図書館間の

相互貸借は国立国会図書館中央館及び支部図書館資料相互貸出規則（昭和 61年国立国会図

書館規則第 8 号）に基づき国立国会図書館資料相互貸出票を用いて行われているが、貸出

手続の電子的方法の可能性を検討する。 

 

４．支部図書館制度の効果的運営と発展 

 中央館は様々な側面で支部図書館をサポートするとともに、支部図書館ネットワークの

中核として制度運営を行ってきている。今後中央館と支部図書館、及び支部図書館間のコ

ミュニケーションを一層図りつつ、支部図書館への各種サポートを行う。また、支部図書

館制度の維持・発展の基礎として、行政・司法各部門職員や広く国民に周知を図り、理解

を得るため、シンポジウムの開催等を通して制度の広報活動にも努める。 

 

（１）支部図書館へのサポート 

・この「指針」に基づいて策定される各支部図書館の計画は各支部図書館の予算要求等

に有効に活用されることが期待される。また、平成 19 年度国会図書館支部庁費予算要

求から各組織において個別に要求、査定される方式に移行したことにより、各支部図書

館は予算確保に向けた取組を今後一層強化する必要が生じているとの状況を踏まえ、中

央館は必要な支部図書館に対し予算に関して適切なサポートを行う。また、各支部図書

館に共通して需要のある基本的な電子資料の中央館予算での導入の可能性を探る。 

・官庁納本制度の周知に努める等、官庁出版物の納本窓口としての支部図書館の業務を

支援する。 

・各支部図書館が図書館運営を進める上で直面する様々な課題に対処していく際に、情

報提供を始めとする各種協力を行う。 

 

（２） 情報・意見交換の機会の拡大と活性化 

・毎年開催されている国立国会図書館長と支部図書館長との懇談会、中央館・支部図書

館協議会及び同幹事会、兼任司書会議の活性化を図る。兼任司書会議については、実務

者レベルの意見交換の場としての性格を再確認する。 

・中央館が各支部図書館の実情を知る機会として中央館から各支部図書館を訪問しての

ヒアリングを活用する。 
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・各支部図書館の間で共通に抱えている課題について気軽に意見・情報交換ができる場

（メーリングリスト、ブログ等）を中央館が設定する。また、支部図書館職員間の意見

交換の前提となる人的交流促進の機会を研修等の際に提供する。 

・『びぶろす―Biblos』が支部図書館職員の情報・意見交換の場として活用されるよう、

内容、レイアウトとも紙面の一層の充実、改善を図る。 

 

（３）支部図書館制度の広報 

・支部図書館制度に係るシンポジウムを開催するなど、行政・司法各部門職員にとどま

らず、広く国民へ制度の周知を図る。 
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